
、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよ　
　　う、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら、事業の民営化や委託化を進めます。 概ね予定どおり執行できた。
　・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ根本から事務事業の見直しを行います。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページ、
　○公有財産の有効活用と適正管理 eモニターなどを通じ行政施策の情報提供に努め、市内５か所で春と秋
　・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 に行っているふれあい懇談会では、直接市民の生の声を聴き、行政運営
　○情報通信技術の有効活用 に反映することができた。
　・電算システムの適切な運用により、さらなる市民サービスの向上、事務の効率化、コストの縮減、セキュリ　　 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
　　ティの強化に努めます。 業の見直しや提案型公共サービス民営化制度による募集を行い、民営化
　○その他の取り組み の件とを進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や東保
　・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化に努めます。

様

への復興派遣を通じて

式

人材育成に務め、定員

第

管理適正化計画にを着

１

実に
＜男女が共に参画

号

する社会の形成＞ 実行

部

し、人件費の抑制に努

の

めた。情報通信技術の

運

有効活用は、電算シス

営

　○男女共同参画社会

方

の実現 テム包括委託に

針

よる業務効率化とセキ

・

ュリティの強化に努め

課

た。
　・平成３１年度

の

からスタートする「第

目

三次男女共同参画プラ

標

ン」に基づき、男女共

設

同参画の趣旨が一層理

定

解され　 ■男女が共に

書

参画する社会の形成に

(

ついては、男女共同参

平

画プラン実施
　　るよ

成

う事業を進めます。 計

3

画に基づき、事業の推

1

進に努めた。
＜市制５

年

０周年記念事業の実施

度

＞ ■市政５０周年記念

)

事業の実施については

部

、市政５０周年記念年

コ

賀はが
　○２０２０年

ー

に実施する市制５０周

ド

年記念事業を通してふ

0

るさと我孫子への誇り

1

と愛着を醸成していき

部

ます。 きを発行し、ふ

　

るさと我孫子への誇り

名

と愛着の醸成に努めた

総

。

課コード 01 課　名

務

総務課 課長名 山田　和

部

夫

２．課の目標（部の

部

運営方針を受けて課の

長

取組方針を記入） 部の

名

運営方針に対する課の

廣

目標への取組結果

■基

瀬

本構想の第三次基本計

　

画を着実に推進できる

英

組織体制を整備してい

男

きます。 概ね所期の目

１

標を達成できた。
■行

．

政改革推進プランに基

部

づき、事業仕分け、提

の

案型公共サービス民営

運

化制度や組織見直しを

営

着実に実行し、行政の

方

・行政改革推進プラン

針

に基づき、提案型公共

(

サービス民営化制度に

予

よる
効率化を進めます

算

。 事業提案の募集を行

編

った。また、行政改革

成

推進委員会による事業

・

仕分け
■ラスパイレス

実

指数を下げるため、給

施

与水準の抑制に努める

計

とともに、定員管理適

画

正化計画の確実な実行

策

により、人 を行うなど

定

行政のスリム化に努め

方

た。
件費総額の抑制を

針

図ります。 ・定員管理

な

適正化計画を着実に実

ど

施し、人権費の抑制に

を

努めた。
■人事評価制

踏

度を中心とする人事管

ま

理、研修や職場環境整

え

備を柱に、総合的･効

て

果的に人材育成を進め

、

ます。 ・人事評価制度

基

の活用を行うとともに

本

、研修計画に沿った階

計

層別の研修
■会計年度

画

任用職員制度を平成3

の

2年度に導入するため

分

制度設計を行い、関係

野

規則・条例の制定を進

別

めます。 をはじめ各種

計

研修の実施や千葉県な

画

どへの派遣研修により

や

、効果的な人
■契約制

重

度を適切に運用し、契

点

約の適正化に努めます

ﾌ

。公契約条例の運用に

ﾟ

ついては、公契約審議

ﾛ

会での議論を十分 材育

ｼ

成に努めた。
反映し、

ﾞ

厳格に運用していきま

ｪ

す。　 ・会計年度任用

ｸ

職員制度に係る条例等

ﾄ

を予定どおり制定し、

、

翌年度に向
け任用手続

所

きを行うことができた

管

。
・契約業務について

に

は、制度を適正に運用

係

することができた。

３

る

．課の目標を達成する

部

上での課題と対応（人

の

員の配置、組織のあり

運

方など）

厳しい財政状

営

況の中でスリムで効率

方

的な市役所を実現する

針

ためには、少数精鋭に

に

よる業務執行体制の確

対

立、給与水準
の適正化

す

、職員の資質向上、組

る

織・事務事業の見直し

課

は避けることができな

の

い。そのためには、全

目

職員で危機感を共
有す

標

ることが必須であり、

へ

総務課が先導的役割を

の

担い、職員の意識改革

取

に取り組んでいく。

４

組

．原因分析・改善策

（

結

課長） （部長）

５．課

果

の目標を達成するため

　

に取り組む事務事業

事

　

務事業名（個別事業）

分

重プ 施策 指標 単位 現況

野

値 目標値 実績値 達成率

別

(％) 評価該当 コード

基

1 組織編制事務 重無 8

本

3201 常勤職員数 人

計

851 854 857 1

画

00.35 現状

2 定員

の

管理事務 重無 8320

目

1 職員削減数 人 0 2 0

標

0 現状

3 専門･特別研

を

修 重無 83201 受講

考

者数 人 1,074 80

慮

0 1,074 134.

し

25 結合

4 派遣研修 重

て

無 83201 研修受講

、

者数 人 102 130 1

部

02 78.46 結合

5

の

階層別研修 重無 832

目

01 全受講生の理解度

標

の平均値 ％ 85 90 8

を

5 94.44 結合

6 人

達

事評価の実施 重無 83

成

201 苦情相談窓口へ

す

の相談件数 件 0 0 0 0

る

現状

7 公務災害補償事

た

務 重無 00000 認定

め

請求をしたうちの認定

の

された割合 % 100 1

方

00 100 100 現状

針

8 嘱託職員等の任用管

を

理 重無 83201 嘱託

記

職員要望に対する充足

入

率 ％ 100 100 10

)

0 100 見直し

9 安全

◎

運転管理者等の管理業

次

務 重無 00000 事業

の

所職員への安全運転教

施

育等の件数 回 6 6 6 1

策

00 現状

10 定期健康

の

診断 重無 00000 健

取

康診断等受診率(受診

り

者数/総職員数） ％ 5

組

5 60 65 108.3

み

3 現状

を進めます。 ・人事評価制度の活用を行うとともに、研修計画に沿った階層別の研修
＜市民と市の情報共有の推進＞ をはじめ各種研修の実施や千葉県などへの派遣研修により、効果的な人
　○広報・広聴活動の充実 材育成に努めた。
　・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 ・定員管理適正化計画を着実の実施し、人権費の抑制に努めた。
　・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 ・行政改革推進プランに基づき、提案型公共サービス民営化制度による
　・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 事業提案の募集を行った。また、行政改革推進委員会による事業仕分け
　○情報公開の徹底 を行うなど行政のスリム化に努めた。
　・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 ・契約業務については、制度を適正に運用することができた。
　・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
＜行政改革の推進＞
　○地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
　・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進
　　め、国や県等との人材交流や人材派遣を実施します。また、市の将来像を見据えた組織体制の検討を始めます。
　・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
　○公民連携の推進と事業見直し

部の運営方針に対する部全体の総合評価
　・行政や市民



用

％ 100 100 100

業

100 現状

務

26

重

労働安全衛生業務 重無

無

00000 職員数に対

8

する災害発生件数の割

3

合 ％ 0.7 0.6 0.

2

53 113.21 現状

01

27 工事検査 重

新

無 00000 工事件数

規

／工事検査結果通知書

採

発行数 ％ 100 100

用

100 100 現状

職員

28 契約業務 重無 0

の

0000 入札執行率（

人

入札案件数／入札対象

事

案件数） ％ 42 44 4

評

2 95.45 現状

価年

29 電子調達システ

度

ムの運用 重無 8320

評

4 電子入札執行率（電

定

子入札件数／取扱件数

数

） ％ 56 38 56 14

の

7.37 現状

平均値 点 63.6 65 63.3 97.38 現状

12 特殊健康診断 重無 00000 特殊健康

５

診断等受診率(受診者

．

数/有害業務従事職員

課

数） ％ 83 100 77

の

77 現状

目

13 管

標

理職登用試験制度の実

を

施 重無 83201 資格

達

者名簿登載人数 人 26

成

28 12 42.86 現

す

状

る

14 職員の人

た

事異動業務 重無 832

め

01 所属長が適材適所

に

の人材配置が行われた

取

と思う職員の割合 ％ 7

り

0.9 75 73.4 9

組

7.87 現状

む

1

事

5 職員団体との交渉 重

務

無 00000 交渉事項

事

の合意率（合意件数／

業

要求件数） ％ 24 30

事

24 80 現状

務

1

事

6 職員被服貸与事務 重

業

無 00000 必要とさ

名

れる被服の貸与 ％ 10

（

0 100 87 87 現状

個別

17 庁内報発行

事

事務 重無 00000 発

業

行回数 回 2 3 2 66.

）

67 現状

重

18 職

施

員提案事業 重無 832

施

01 提案採用数（職場

策

内提案含む） 件 19 3

指

0 19 63.33 現状

標 単

19 提案型公共

位

サービス民営化制度の

現

推進 重無 83202 委

況

託・民営化した事業数

値

件 1 10 1 10 現状

目標

20 行政改革推進

値

プランの推進 重無 83

実

201 改革項目のうち

績

見直しが実施された件

値

数 項目 16 42 7 16

達

.67 現状

成

21

率

千葉県市町村総合事務

(

組合退職者事務 重無 0

％

0000 退職事務に係

)

る申請処理割合 ％ 10

評

0 100 100 100

価

現状

該

22 千葉県

当

市町村職員共済組合事

コ

務 重無 00000 組合

ー

員からの届出に伴う共

ド

済組合への申告割合 ％ 100 100 100 100 現状

23 我孫子市職員福利厚生会事業 重無 00000 元気に業務遂行している職員数割合 ％ 99.4 100 100 100 現状

24 特別職報酬等審議会の開催 重無 00000 審議会の実

1

施率 ％ 100 100 1

1

00 100 現状

新規

25 給与計算事務 重無

職

00000 総務課の誤

員

りによる支給訂正件数

採

及び業務の完全遂行率



人材交流や人材派遣を実施します。また、市の将来像を見据えた組織体制の検討を始めます。 リレーをはじめ、関連事業の推進に努めた。
　・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
　○公民連携の推進と事業見直し

部の運営方針に対する部全体の総合評価
　・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよ　
　　う、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら、事業の民営化や委託化を進めます。 概ね予定どおり執行できた。
　・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ根本から事務事業の見直しを行います。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページ、
　○公有財産の有効活用と適正管理 eモニターなどを通じ行政施策の情報提供に努め、市内５か所で春と秋
　・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 に行っているふれあい懇談会では、直接市民の生の声を聴き、行政運営
　○情報通信技術の有効活用 に反映することができた。
　・電算システムの適切な運用により、さらなる市民サービスの向上、事務の効率化、コストの縮減、セキュリ　　 ■行政改革の推進に

様

ついては、行政改革推

式

進プランに沿って、各

第

事務事
　　ティの強化

１

に努めます。 業の見直

号

しや提案型公共サービ

部

ス民営化制度による募

の

集を行い、民営化
　○

運

その他の取り組み の件

営

とを進めた。また、各

方

種研修をはじめ、国や

針

県との人事交流や東保

・

　・契約制度を適切に

課

運用し、さらに契約の

の

適正化に努めます。 へ

目

の復興派遣を通じて人

標

材育成に務め、定員管

設

理適正化計画にを着実

定

に
＜男女が共に参画す

書

る社会の形成＞ 実行し

(

、人件費の抑制に努め

平

た。情報通信技術の有

成

効活用は、電算シス
　

3

○男女共同参画社会の

1

実現 テム包括委託によ

年

る業務効率化とセキュ

度

リティの強化に努めた

)

。
　・平成３１年度か

部

らスタートする「第三

コ

次男女共同参画プラン

ー

」に基づき、男女共同

ド

参画の趣旨が一層理解

0

され　 ■男女が共に参

1

画する社会の形成につ

部

いては、男女共同参画

　

プラン実施
　　るよう

名

事業を進めます。 計画

総

に基づき、事業の推進

務

に努めた。
＜市制５０

部

周年記念事業の実施＞

部

■市政５０周年記念事

長

業の実施については、

名

市政５０周年記念年賀

廣

はが
　○２０２０年に

瀬

実施する市制５０周年

　

記念事業を通してふる

英

さと我孫子への誇りと

男

愛着を醸成していきま

１

す。 きを発行し、ふる

．

さと我孫子への誇りと

部

愛着の醸成に努めた。

の

課コード 03 課　名 秘

運

書広報課 課長名 飯田　

営

秀勝

２．課の目標（部

方

の運営方針を受けて課

針

の取組方針を記入） 部

(

の運営方針に対する課

予

の目標への取組結果

・

算

市民ニーズを的確に把

編

握して市政に反映させ

成

るため、市政の手紙や

・

メール、ふれあい懇談

実

会等の広聴活動の充実

施

を 概ね予定とおり事業

計

を執行できた。
図りま

画

す。 ■広報やホームペ

策

ージ、定例記者会見等

定

を通して、市民へより

方

分かりや
・市民との情

針

報の共有化を進めるた

な

め、広報あびこやホー

ど

ムページ、報道機関へ

を

の記者会見などを通じ

踏

情報提供を積 すい行政

ま

情報の提供を進めた。

え

また、市政への手紙・

て

メールや市政ふれ
極的

、

に行うとともに定住化

基

の促進や交流人口の増

本

加を図るため、あびこ

計

の魅力を広く市内外に

画

発信します。また、 

の

 あい懇談会など、市

分

民の声を広く聴き、市

野

政へ反映されるよう努

別

めた。
情報発信の手法

計

についても研究してい

画

きます。 ■男女共同参

や

画社会の実現では、趣

重

旨の理解がより深まる

点

よう、平成３
・市民の

ﾌ

意見や要望をリアルタ

ﾟ

イムに収集し、各事業

ﾛ

に反映させるため、わ

ｼ

かりやすいアンケート

ﾞ

方法の確立や丁寧 １年

ｪ

度から新たにスタート

ｸ

した「男女共同参画プ

ﾄ

ラン（第３次）」に基

、

な回答を行うとともに

所

広報への掲載、各公共

管

施設への募集チラシの

に

設置を徹底して、モニ

係

ター数の増員を図って

る

いき づき、事業を推進

部

した。
ます。 ■総合教

の

育会議では、平成３１

運

年４月から令和５年３

営

月を期間とする「
・施

方

策策定の過程における

針

市民の意見反映を進め

に

るため、条例の制定改

対

廃その他基本的施策の

す

策定において、引き続

る

我孫子市教育大綱」に

課

基づき、東京２０２０

の

大会や聖火リレー、I

目

CT教
きパブリックコ

標

メントを行っていきま

へ

す。 育の推進、長期欠

の

席・長期不登校の児童

取

・生徒への支援体制な

組

どについ
・男女が共に

結

参画する社会の実現に

果

向け平成３１年度から

　

スタートする「第三次

　

男女共同参画プラン」

分

に基づき、様 て、教育

野

委員会と意見交換を図

別

りながら、教育行政を

基

推進した。
々な施策を

本

推進します。また、講

計

演会の開催や情報紙の

画

発行、広報などにより

の

、市民・事業者への啓

目

発を図ります。 ■令和

標

２年７月１日に迎える

を

市制施行５０周年に先

考

立ち、我孫子市オリ
・

慮

教育の条件整備など重

し

点的に講ずべき施策や

て

、児童・生徒等の生命

、

・身体の保護等緊急の

部

場合に講ずべき措置な

の

ど ジナルのお年玉付き

目

年賀はがきを作成し、

標

我孫子の魅力の発信に

を

努めた
について、総合

達

教育会議において協議

成

調整するため、教育委

す

員会と連携しながら総

る

合教育会議の運営を着

た

実に行いま 。
す。 ■令

め

和元年１０月１日に秘

の

書広報課内に「オリン

方

ピック・パラリンピッ

針

・本市は、２０２０年

を

度の７月１日に市政施

記

行５０周年を迎えるた

入

め、式典や記念事業の

)

開催を滞りなく実施で

◎

きる ク・聖火リレー推

次

進担当」が設置され、

の

２０２０年７月４日の

施

オリンピ
よう方針の策

策

定や人員体制を整備し

の

、準備を進めていきま

取

す。 ック聖火リレーに

り

向けて、東京２０２０

組

大会組織委員会や千葉

み

県と連携
を図りながら

を

準備を進めた。

３．課

進

の目標を達成する上で

め

の課題と対応（人員の

ま

配置、組織のあり方な

す

ど）

秘書担当は主に市

。

長・副市長の日程調整

概

と管理、広聴担当は市

ね

政への手紙・メール等

予

、広報担当は広報発行

定

及びホー
ムページの運

ど

用等、男女共同参画担

お

当は講演会や情報紙等

り

による啓発活動、あび

執

この魅力発信担当はテ

行

レビやラジオ
等を活用

で

した市内外への情報提

き

供等をそれぞれ担って

た

いる。これら５担当が

。

相互に連携を図り、市

＜

民ニーズを的確に
把握

市

し市政に反映させると

民

ともに、市民との情報

と

の共有化を進めていく

市

必要がある。また、市

の

民とりわけ若者世代へ

情

の情報発信において、

報

ＳＮＳを積極的に活用

共

するとともに各職員が

有

より専門的知識・技術

の

を習得する必要がある

推

。

４．原因分析・改善

進

策

（課長） （部長）

５

＞

．課の目標を達成する

■

ために取り組む事務事

「

業

事務事業名（個別事

広

業） 重プ 施策 指標 単位

報

現況値 目標値 実績値 達

あ

成率(％) 評価該当 コ

び

ード

1 栄典事務 重無 0

こ

0000 国・県の表彰

」

基準に該当する者、ま

や

た、今後候補者となり

ホ

得る者 件 5 5 6 120

ー

現状

2 報道機関への情

ム

報提供 重無 81101

ペ

情報提供件数 件 290

ー

85 290 341.1

ジ

8 現状

3 パブリックコ

等

メント手続 重無 812

を

02 意見公募１件当た

通

りの提出意見数 件 9.

じ

9 10 9.9 99 現状

て

4 市政ふれあい懇談会

、

重無 81102 参加人

行

数 人 249 310 24

政

9 80.32 現状

5 市

施

政への手紙・メール 重

策

無 81102 市政への

の

メール・手紙の受付件

情

数 件 336 500 33

報

6 67.2 現状

6 庁内

提

調整を要する要望・陳

供

情 重無 81102 受付

に

した団体等の延べ件数

努

件 41 55 41 74.

　

55 現状

7 非常勤職員

○

の任免に関する事務 重

広

無 00000 適正管理

報

率 ％ 100 100 10

・

0 100 現状

8 スケジ

広

ュール管理等秘書事務

聴

重無 00000 市長等

活

の公務の適正執行率 ％

動

100 100 100 1

の

00 現状

9 市議会との

充

連絡調整事務 重無 00

実

000 連絡調整の達成

 

度（連絡調整した数／

め

連絡調整しなければな

、

らな ％ 100 100 1

さ

00 100 現状

10 法

ら

律相談 重無 00000

に

相談者数 人 496 51

定

0 496 97.25 現

住

状

化の促進や交流人口の拡大を図るため、あびこの魅力を
　・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 市内外に発信した。また、年２回、市内５カ所で開催した市政ふれあい
　・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 懇談会では、市民の声を直接聴き、必要に応じて行政運営に反映させる
　・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 ことができた。
　○情報公開の徹底 ■男女共同参画社会の実現では、平成３１年度から新たにスタートした
　・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。 第３次プランに基づき、事業の推進に努めた。
　・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 ■市制５０周年記念事業では、我孫子市オリジナルのお年玉付き年賀は
＜行政改革の推進＞ がきを作成し、市民を通じて市外の方へも我孫子の魅力を発信できた。
　○地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成 ■令和元年１０月にオリンピック・パラリンピック・聖火リレー推進担
　・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進 当を設置し、２０２０年７月４日に本市を通る予定のオリンピック聖火
　　め、国や県等との



ジの管理・充実 重無 81101 年間ページ更新件数 件 4,244 4,000 9,753,855243,846.38 現状

12 広報の編集・発行 重無

５

81101 「広報あび

．

こ」の年間配布部数 部

課

1,128,000 1

の

,225,000 1,

目

128,000 92.

標

08 現状

を

13 暮

達

らしの便利帳・ガイド

成

マップの発行 重無 81

す

101 配布数 部 0 57

る

,200 0 0 見直し

ため

14 男女共同参画

に

プラン進行管理業務 重

取

無 42001 男女共同

り

参画実施計画計上事業

組

の実施率 ％ 92 100

む

92 92 現状

事

1

務

5 男女共同参画啓発事

事

業の実施 重無 4200

業

1 情報紙の発行部数 部

事

2,000 90,00

務

0 2,000 2.22

事

現状

業

16 シティ

名

プロモーションの推進

（

重無 81104 シティ

個

セールス動画へのアク

別

セス数 回 32,413

事

35,000 32,4

業

13 92.61 現状

） 重

17 総合教育会議

施

運営事務 重５ 5210

施

1 法第１条の４に掲げ

策

る協議事項、協議・調

指

整事項の合意率 ％ 10

標

0 100 100 100

単

現状

位

18 eモニ

現

ター制度 重無 8120

況

2 モニター登録者数 人

値

270 300 268 8

目

9.33 現状

標

1

値

9 市制施行５０周年記

実

念事業 重無 00000

績

市制施行５０周年記念

値

事業への参加率 ％ 0 7

達

0 100 142.86

成

現状

率

20 東京オ

(

リンピック・パラリン

％

ピック・聖火リレー推

)

進事業 重無 43101

評

オリンピック聖火リレ

価

ーに向けた準備の進捗

該

状況 ％ 10 50 30 6

当

0 現状

コード

11 ホームペー



り執行できた。
　・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ根本から事務事業の見直しを行います。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページ、
　○公有財産の有効活用と適正管理 eモニターなどを通じ行政施策の情報提供に努め、市内５か所で春と秋
　・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 に行っているふれあい懇談会では、直接市民の生の声を聴き、行政運営
　○情報通信技術の有効活用 に反映することができた。
　・電算システムの適切な運用により、さらなる市民サービスの向上、事務の効率化、コストの縮減、セキュリ　　 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
　　ティの強化に努めます。 業の見直しや提案型公共サービス民営化制度による募集を行い、民営化
　○その他の取り組み の件とを進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や東保
　・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化に努めます。 への復興派遣を通じて人材育成に務め、定員管理適正化計画にを着実に
＜男女が共に参画する社会の形成＞ 実行し、人件費の抑制に努めた。情報通信技術の有効活用は、電算シス
　○男女共同参画社会の実現

様

テム包括委託による業

式

務効率化とセキュリテ

第

ィの強化に努めた。
　

１

・平成３１年度からス

号

タートする「第三次男

部

女共同参画プラン」に

の

基づき、男女共同参画

運

の趣旨が一層理解され

営

　 ■男女が共に参画す

方

る社会の形成について

針

は、男女共同参画プラ

・

ン実施
　　るよう事業

課

を進めます。 計画に基

の

づき、事業の推進に努

目

めた。
＜市制５０周年

標

記念事業の実施＞ ■市

設

政５０周年記念事業の

定

実施については、市政

書

５０周年記念年賀はが

(

　○２０２０年に実施

平

する市制５０周年記念

成

事業を通してふるさと

3

我孫子への誇りと愛着

1

を醸成していきます。

年

きを発行し、ふるさと

度

我孫子への誇りと愛着

)

の醸成に努めた。

課コ

部

ード 04 課　名 文書管

コ

理課 課長名 磯岡　光夫

ー

２．課の目標（部の運

ド

営方針を受けて課の取

0

組方針を記入） 部の運

1

営方針に対する課の目

部

標への取組結果

・情報

　

公開の徹底を図り、市

名

民との情報の共有化を

総

進めるとともに、個人

務

情報の適切な保護に努

部

めます。そのため、 ・

部

情報公開請求及び自己

長

に関する保有個人情報

名

の開示請求を確実に処

廣

理
　ファイリングシス

瀬

テムによる文書管理を

　

徹底します。 　し、審

英

議会の運営も含め、制

男

度の適切な運用に努め

１

た。
・３月、６月、９

．

月及び１２月の定例会

部

並びに臨時会に係る議

の

案を適切に審査の上、

運

適正に上程できるよう

営

にしま　 　また、文書

方

事務監視委員による年

針

２回のファイリング維

(

持点検指導に
　す。 　

予

より適切な文書管理に

算

努めた。
・例規（条例

編

を除く。）の制定改廃

成

手続を適宜適正に処理

・

します。
・訴訟事務を

実

適切に、かつ、スムー

施

ズに進めるための支援

計

を行います。
・行政事

画

務に係る相談に適宜適

策

切に対応します。
・行

定

政運営の基本情報とな

方

るデータ集計を行うた

針

め、基幹統計調査を適

な

確に実施します。

３．

ど

課の目標を達成する上

を

での課題と対応（人員

踏

の配置、組織のあり方

ま

など）

継続的に適正な

え

文書管理を行うため、

て

職員に対してファイリ

、

ング基準の周知及び定

基

期的な維持管理点検指

本

導を行う必
要がありま

計

す。

４．原因分析・改

画

善策

（課長） （部長）

の

５．課の目標を達成す

分

るために取り組む事務

野

事業

事務事業名（個別

別

事業） 重プ 施策 指標 単

計

位 現況値 目標値 実績値

画

達成率(％) 評価該当

や

コード

1 情報公開事務

重

事業 重無 81103 情

点

報公開請求全体に占め

ﾌ

る適正な情報公開の割

ﾟ

合（全請求－審査 ％ 1

ﾛ

00 100 100 10

ｼ

0 現状

2 行政情報資料

ﾞ

室の管理・運営 重無 8

ｪ

1103 行政情報資料

ｸ

室に備えてある資料冊

ﾄ

数／行政情報資料室で

、

備えて ％ 100 100

所

100 100 現状

3 フ

管

ァイリングシステム維

に

持管理 重無 81103

係

全体の課に対する、維

る

持管理点検指導（年２

部

回）における総合評 ％

の

61 57 70 122.

運

81 現状

4 統計書作成

営

重無 81103 期限ま

方

でに取りまとめる。 ％

針

100 100 100 1

に

00 現状

5 例規議案等

対

審査事務 重無 0000

す

0 例規等の審査件数に

る

対する制定改廃件数及

課

び公示件数の割合 ％ 1

の

00 100 100 10

目

0 現状

6 個人情報保護

標

事務 重無 00000 個

へ

人情報の管理状況につ

の

いての点検回数 回 2 2

取

2 100 現状

7 千葉県

組

毎月常住人口調査、年

結

齢別・町丁字別人口調

果

査 重無 81103 期限

　

までに提出する。 ％ 1

　

00 100 100 10

分

0 現状

8 文書の収受・

野

配布・発送、公印の管

別

理及び印刷業務 重無 0

基

0000 受領文書の所

本

管課への配布、対外文

計

書の発送、印刷を誤り

画

なく行 ％ 100 100

の

100 100 現状

9 統

目

計調査員確保対策事業

標

重無 00000 調査員

を

登録基準数７０名に対

考

する登録調査員数は超

慮

えているもの 人 132

し

135 135 100 現

て

状

10 訴訟事務 重無 0

、

0000 訴訟・相談完

部

結率 ％ 100 100 1

の

00 100 現状

目標を達成するための方針を記入)

◎次の施策の取り組みを進めます。 ・情報公開制度と個人情報保護制度の適切な運営に努め、情報公開請求
＜市民と市の情報共有の推進＞ 　及び自己に関する保有個人情報の開示請求を確実に処理し、適正に執
　○広報・広聴活動の充実 　行した。
　・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 　また、全所属を対象にした年２回のファイリング維持点検指導を含　
　・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 　め、文書の適正な管理に努めた。
　・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。
　○情報公開の徹底
　・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。
　・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
＜行政改革の推進＞
　○地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
　・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進
　　め、国や県等との人材交流や人材派遣を実施します。また、市の将来像を見据えた組織体制の検討を始めます。
　・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
　○公民連携の推進と事業見直し

部の運営方針に対する部全体の総合評価
　・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよ　
　　う、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら、事業の民営化や委託化を進めます。 概ね予定どお



査 重無 81103 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を 調査 6 6 6 100 現状

５．課の目標を達成するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 基幹統計調



　・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ根本から事務事業の見直しを行います。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページ、
　○公有財産の有効活用と適正管理 eモニターなどを通じ行政施策の情報提供に努め、市内５か所で春と秋
　・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 に行っているふれあい懇談会では、直接市民の生の声を聴き、行政運営
　○情報通信技術の有効活用 に反映することができた。
　・電算システムの適切な運用により、さらなる市民サービスの向上、事務の効率化、コストの縮減、セキュリ　　 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
　　ティの強化に努めます。 業の見直しや提案型公共サービス民営化制度による募集を行い、民営化
　○その他の取り組み の件とを進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や東保
　・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化に努めます。 への復興派遣を通じて人材育成に務め、定員管理適正化計画にを着実に
＜男女が共に参画する社会の形成＞ 実行し、人件費の抑制に努めた。情報通信技術の有効活用は、電算シス
　○男女共同参画社会の実現 テム包括委託に

様

よる業務効率化とセキ

式

ュリティの強化に努め

第

た。
　・平成３１年度

１

からスタートする「第

号

三次男女共同参画プラ

部

ン」に基づき、男女共

の

同参画の趣旨が一層理

運

解され　 ■男女が共に

営

参画する社会の形成に

方

ついては、男女共同参

針

画プラン実施
　　るよ

・

う事業を進めます。 計

課

画に基づき、事業の推

の

進に努めた。
＜市制５

目

０周年記念事業の実施

標

＞ ■市政５０周年記念

設

事業の実施については

定

、市政５０周年記念年

書

賀はが
　○２０２０年

(

に実施する市制５０周

平

年記念事業を通してふ

成

るさと我孫子への誇り

3

と愛着を醸成していき

1

ます。 きを発行し、ふ

年

るさと我孫子への誇り

度

と愛着の醸成に努めた

)

。

課コード 05 課　名

部

施設管理課 課長名 神戸

コ

　明

２．課の目標（部

ー

の運営方針を受けて課

ド

の取組方針を記入） 部

0

の運営方針に対する課

1

の目標への取組結果

○

部

管財担当 〇管財担当
・

　

普通財産（土地）の売

名

却や活用を検討する。

総

普通財産については、

務

売却や活用の検討を進

部

めたが、事業実施には

部

至ら
・施設保全台帳シ

長

ステム等を活用し、適

名

切な財産管理を行う。

廣

なかった。
・新たな広

瀬

告収入の調査・研究を

　

進める。　　 公共施設

英

保全台帳システムにお

男

いては、修繕等のデー

１

タの入力を行い、
○営

．

繕担当 公共施設等総合

部

管理計画に基づき、施

の

設管理のツールとして

運

活用してい
・市有建築

営

物の工事にあたり、所

方

管部署及び工事検査室

針

との連携を図りながら

(

、建築物に求められる

予

機能・性能を確 く。
保

算

できるよう、適切な工

編

事設計と工事監督業務

成

を実施する。 〇営繕担

・

当
市有建築物の設計に

実

あたっては、所管部署

施

との調整を行い、施設

計

に求め
られる機能と費

画

用を把握し、委託設計

策

者への技術的な設計指

定

導を行った
。
市有建築

方

物の工事監督にあって

針

は、設計図書に定めら

な

れた品質を確保し
、全

ど

ての物件について工事

を

検査合格を受けること

踏

ができた。

３．課の目

ま

標を達成する上での課

え

題と対応（人員の配置

て

、組織のあり方など）

、

ファシリティマネジメ

基

ントの手法を取り入れ

本

、資産経営課と連携を

計

図りながら財産管理を

画

行う。
　

４．原因分析

の

・改善策

（課長） （部

分

長）

５．課の目標を達

野

成するために取り組む

別

事務事業

事務事業名（

計

個別事業） 重プ 施策 指

画

標 単位 現況値 目標値 実

や

績値 達成率(％) 評価

重

該当 コード

1 公用車の

点

適正な管理 重無 832

ﾌ

03 事前予約車の利用

ﾟ

率 ％ 74 80 74 92

ﾛ

.5 現状

2 庁舎維持管

ｼ

理 重無 83203 保守

ﾞ

管理の執行率 ％ 100

ｪ

100 100 100 現

ｸ

状

3 財産管理 重無 83

ﾄ

303 適正に管理した

、

割合 ％ 100 100 1

所

00 100 現状

4 電話

管

システム(ＩＰ電話）

に

の管理 重無 83204

係

ＩＰ電話システムの保

る

守の実施率 ％ 100 1

部

00 100 100 現状

の

5 市有建築物の保全指

運

導 重無 83203 施設

営

台帳システムの活用 ％

方

100 100 100 1

針

00 現状

6 市有建築物

に

の工事監督 重無 832

対

03 工事竣工認定件数

す

（評定６０点以上）／

る

全工事件数 ％ 100 1

課

00 100 100 現状

の

7 市有建築物の設計指

目

導 重無 83203 委託

標

事項適正完了件数（工

へ

期延長や指導書交付が

の

無いもの）/全 ％ 10

取

0 100 100 100

組

現状

8 公共施設等包括

結

管理業務 重無 8320

果

2 包括管理施設の保守

　

管理の執行率 ％ 100

　

100 100 100 現

分

状

9

10

野別基本計画の目標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

◎次の施策の取り組みを進めます。 固定資産台帳を活用し適正な財産管理に努めた。
＜市民と市の情報共有の推進＞ ファシリティマネジメントを推進していくうえで、公共施設保全台帳シ
　○広報・広聴活動の充実 ステムへ修繕等のデータの入力を行った。
　・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。 今後も公共施設等総合管理計画に基づき、施設管理のツールとして活用
　・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。 していく。
　・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。
　○情報公開の徹底
　・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。
　・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
＜行政改革の推進＞
　○地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
　・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進
　　め、国や県等との人材交流や人材派遣を実施します。また、市の将来像を見据えた組織体制の検討を始めます。
　・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
　○公民連携の推進と事業見直し

部の運営方針に対する部全体の総合評価
　・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよ　
　　う、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら、事業の民営化や委託化を進めます。 概ね予定どおり執行できた。



行政施策の情報提供に努め、市内５か所で春と秋
　・施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。 に行っているふれあい懇談会では、直接市民の生の声を聴き、行政運営
　○情報通信技術の有効活用 に反映することができた。
　・電算システムの適切な運用により、さらなる市民サービスの向上、事務の効率化、コストの縮減、セキュリ　　 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事務事
　　ティの強化に努めます。 業の見直しや提案型公共サービス民営化制度による募集を行い、民営化
　○その他の取り組み の件とを進めた。また、各種研修をはじめ、国や県との人事交流や東保
　・契約制度を適切に運用し、さらに契約の適正化に努めます。 への復興派遣を通じて人材育成に務め、定員管理適正化計画にを着実に
＜男女が共に参画する社会の形成＞ 実行し、人件費の抑制に努めた。情報通信技術の有効活用は、電算シス
　○男女共同参画社会の実現 テム包括委託による業務効率化とセキュリティの強化に努めた。
　・平成３１年度からスタートする「第三次男女共同参画プラン」に基づき、男女共同参画の趣旨が一層理解され　 ■男女が共に参画する社会の形成については、男女共同参画プラン実施
　　るよ

様

う事業を進めます。 計

式

画に基づき、事業の推

第

進に努めた。
＜市制５

１

０周年記念事業の実施

号

＞ ■市政５０周年記念

部

事業の実施については

の

、市政５０周年記念年

運

賀はが
　○２０２０年

営

に実施する市制５０周

方

年記念事業を通してふ

針

るさと我孫子への誇り

・

と愛着を醸成していき

課

ます。 きを発行し、ふ

の

るさと我孫子への誇り

目

と愛着の醸成に努めた

標

。

課コード 10 課　名

設

情報政策課 課長名 須賀

定

　隆光

２．課の目標（

書

部の運営方針を受けて

(

課の取組方針を記入）

平

部の運営方針に対する

成

課の目標への取組結果

3

・電算システムのスム

1

ーズな運用ができるよ

年

う業務主管課の運用サ

度

ポートや委託業者との

)

調整を行います。
・電

部

算システムの業務毎の

コ

運用状況についてモニ

ー

タリングを実施し、サ

ド

ービス水準の維持・向

0

上に努めます。
・各種

1

手続等について情報通

部

信技術を活用してより

　

便利なサービスの検討

名

を行い、市民サービス

総

の向上に努めます。
・

務

庁内で使用するパソコ

部

ンなどのＯＡ機器の導

部

入・保守・管理を行い

長

ます。
・情報資産の保

名

全対策として対策基準

廣

どおりの運用徹底と実

瀬

施状況の監査を行いま

　

す。
・社会保障・税番

英

号制度に関する業務に

男

ついて総括し庁内の調

１

整を図ると共に、業務

．

主管課へのサポートや

部

情報連携
に関する委託

の

業者との調整を行いま

運

す。
・国等の動向を見

営

据えて、デジタルガバ

方

メントの推進に努めま

針

す。

３．課の目標を達

(

成する上での課題と対

予

応（人員の配置、組織

算

のあり方など）

電算シ

編

ステムのスムーズな運

成

用に当たっては、業務

・

主管課内のＩＴリーダ

実

ー（情報管理者等）を

施

育成する必要があり
ま

計

す。

４．原因分析・改

画

善策

（課長） （部長）

策

５．課の目標を達成す

定

るために取り組む事務

方

事業

事務事業名（個別

針

事業） 重プ 施策 指標 単

な

位 現況値 目標値 実績値

ど

達成率(％) 評価該当

を

コード

1 電算システム

踏

の運用 重無 83204

ま

ＳＬＡ達成水準 ％ 99

え

100 99 99 現状

2

て

行政手続の電子化推進

、

重無 83204 電子サ

基

ービスの数 件 55 55

本

55 100 現状

3 セキ

計

ュリティ対策の実施 重

画

無 83204 セキュリ

の

ティ対策のなされた、

分

ネットワークに接続し

野

ているパソ ％ 100 1

別

00 100 100 現状

計

4 ＩＴリーダーの育成

画

重無 83204 研修開

や

催回数 回 1 2 2 100

重

現状

5 社会保障・税番

点

号制度の導入 重無 83

ﾌ

204 番号制度に対応

ﾟ

したシステムの整備 ％

ﾛ

100 100 100 1

ｼ

00 現状

6 通信インフ

ﾞ

ラの整備 重無 8320

ｪ

4 公衆無線ＬＡＮが整

ｸ

備された数 個所 2 5 5

ﾄ

100 現状

7 デジタル

、

ガバメントの推進 重無

所

00000 オープンデ

管

ータの公開数 本 0 3 0

に

0 現状

8

9

10

係る
部の運営方針に対する課の目標への取組結果

　　分野別基本計画の目標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

◎次の施策の取り組みを進めます。
＜市民と市の情報共有の推進＞
　○広報・広聴活動の充実 
　・広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていきます。
　・市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。
　・若い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。
　○情報公開の徹底
　・情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。
　・ファイリングシステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
＜行政改革の推進＞
　○地方分権に対応した機能的な組織運営と人材育成
　・地方分権に対応した人材育成を図るため、中間管理職の育成を含む研修制度や人事評価の活用を積極的に進
　　め、国や県等との人材交流や人材派遣を実施します。また、市の将来像を見据えた組織体制の検討を始めます。
　・人件費の抑制、特にラスパイレス指数を国並みに下げる取り組みを進めます。
　○公民連携の推進と事業見直し

部の運営方針に対する部全体の総合評価
　・行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していけるよ　
　　う、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら、事業の民営化や委託化を進めます。 概ね予定どおり執行できた。
　・事業の必要性や実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ根本から事務事業の見直しを行います。 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページ、
　○公有財産の有効活用と適正管理 eモニターなどを通じ


